
第86号議会議会だだよよりり
稲敷稲敷市市

発行日／令和８年 11月１日発行日／令和８年 11月１日

CONTENTS
令和８年第３回定例会の報告･･･････････Ｐ 2

令和８年第２回臨時会の報告･･･････････Ｐ 5

市政を問う一般質問（９人）････････････Ｐ 6

委員会の審査経過と結果･････････････ Ｐ 15

委員会の視察報告･･･････････････････ Ｐ 17

特定所管事務調査報告･･･････････････ Ｐ 18

　ナガエツルノゲイトウは、南米原産の多年生植物で、特定
外来生物に指定されています。
　繁殖力が非常に強く、茎や根の小さな断片からも再生する
ため、河川や水路、ため池などの水辺に広がると、短期間で
群落を形成するおそれがあります。
　繁茂すると水面を覆い、光や水中の酸素環境などに影響を
及ぼし、地域に生息する在来の水生植物や生物の生育・生息
環境を変化させることが懸念されています。
　霞ヶ浦や河川、水路など稲敷市には豊かな水辺環境があります。
　外来生物の拡大を防ぎ、在来の生態系を守ることは、稲敷の豊
かな自然環境を次世代へ引き継ぐための重要な課題です。写真は
柴崎水門近くの新利根川と水田の様子。（市民福祉常任委員会所管）

水辺の生態系を脅かす特定外来生物「水辺の生態系を脅かす特定外来生物「ナガエツルノゲイトウナガエツルノゲイトウ」」
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　令和８年第３回稲敷市議会定例会が９月１日（火）から９月25日（金）までの25日間に
わたり開かれました。
　本定例会には、議案等が41件（報告9件、条例の改正６件、令和８年度各会計補正予算６件、
令和７年度各会計決算認定12件、動産の買入れ１件、市道路線の変更等２件、工事請負契約
の締結１件、人事１件、委員会提出議案１件、請願１件、議員提出議案１件）が審議されました。
　議会の審議経過及び議決の結果については次のとおりです。

令和８年第３回　稲敷市議会定例会令和８年第３回　稲敷市議会定例会

【開 催 日】 【 審 議 内 容 】
９月　１日（火）・開会

・議案等37件が上程され、市長から報告・提案理由説明を受ける。
・決算審査特別委員会が設置される。
・諮問第１号の採決を行う。
・委員会提出議案第１号の採決を行う。
・請願第４号を総務教育常任委員会へ付託する。
（２日　議案調査のため休会）

９月　３日（木）・議員６名による市政一般に関する通告質問を行う。
９月　４日（金）・議員３名による市政一般に関する通告質問を行う。

・各常任委員会及び決算審査特別委員会へ議案27件を付託する。
９月　７日（月）・総務教育常任委員会及び決算審査分科会審査
９月　８日（火）・総務教育常任委員会及び決算審査分科会審査

（９日　常任委員会及び決算審査分科会予備日のため休会）
９月 10 日（木）・市民福祉常任委員会及び決算審査分科会審査
９月 11 日（金）・市民福祉常任委員会及び決算審査分科会審査
９月 14 日（月）・産業建設常任委員会及び決算審査分科会審査
９月 15 日（火）・産業建設常任委員会及び決算審査分科会審査

（16日　常任委員会及び決算審査分科会予備日のため休会）
９月 17 日（木）・決算審査特別委員会（全体審査）

（18日　決算審査特別委員会予備日のため休会）
（24日　議事整理のため休会）

９月 25 日（金）・各常任委員長及び決算審査特別委員長から付託議案について審査報告
を受け、議案27件の討論、採決を行う。

・請願１件について、閉会中の継続審査の申し出があり、採決を行う。
・追加議案１件が上程され、市長から提案理由説明を受け、質疑、討

論、採決を行う。
・議員提出議案第２号が上程され、提出者から提案理由説明を受け、質

疑、討論、採決を行う。
・閉会
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議案等番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

報告第 5 号 一般財団法人稲敷市農業公社の経営
状況について

令和７年度事業報告書及び令和８年度
事業計画書を提出するもの ― 報告

報告第 6 号 株式会社いなしきエナジーの経営状
況について

第４期事業報告書及び第５期事業計画
書を提出するもの ― 報告

報告第 7 号 令和７年度稲敷市一般会計継続費精
算報告書について

令和７年度に終了した継続事業の精算
を報告するもの ― 報告

報告第 8 号 令和７年度稲敷市下水道事業会計継
続費精算報告書について

令和７年度に終了した継続事業の精算
を報告するもの ― 報告

報告第 9 号 健全化判断比率の報告について
令和７年度の決算をもとに健全化判断
比率を報告するもの（いずれも早期健
全化基準を下回っている）

― 報告

報告第10号 稲敷市水道事業会計の資金不足比率
の報告について

令和７年度の決算をもとに水道事業会
計の資金不足比率を報告するもの（資金
不足なし）

― 報告

報告第11号 稲敷市下水道事業会計の資金不足比
率の報告について

令和７年度の決算をもとに下水道事業
会計の資金不足比率を報告するもの

（資金不足なし）
― 報告

報告第12号 議会の委任による専決処分の報告に
ついて

稲敷市役所駐車場道路で発生した車止
めポールを破損した物損事故につい
て、損害賠償受領額を 19 万 3,600 円
として和解したことを報告するもの

― 報告

報告第13号 議会の委任による専決処分の報告に
ついて

稲敷市所有地の倒木により隣接民家に
損害を与えた事故について、損害賠償
支払額を11万8,800円として和解した
ことを報告するもの

― 報告

議案第66号
稲敷市特定教育・保育施設及び特定
地域型保育事業の運営に関する基準
を定める条例の一部改正について

満３歳以上限定小規模保育事業の創設
に伴い、所要の改正を行うもの 総務教育 原案可決

（17：0）

議案第67号
稲敷市家庭的保育事業等の設備及び
運営に関する基準を定める条例の一
部改正について

満３歳以上限定小規模保育事業の創設
及び保育従事者による性暴力防止措置
等の義務付けに伴い、所要の改正を行う
もの

総務教育 原案可決
（17：0）

議案第68号
稲敷市乳児等通園支援事業の設備及
び運営に関する基準を定める条例の
一部改正について

保育従事者による性暴力を防止する措
置等の実施義務化に伴い、所要の改正
を行うもの

総務教育 原案可決
（17：0）

議案第69号 稲敷市火入れに関する条例の一部改
正について

林野火災注意報及び林野火災警報の創
設に伴い、火入れに関する規定を改正
するもの

産業建設 原案可決
（17：0）

議案第70号 稲敷市営住宅の設置及び管理に関す
る条例の一部改正について

用途廃止を行った石納住宅について、
条例の別表から削除するもの 産業建設 原案可決

（17：0）

議案第71号
稲敷市消防団員の定数、任免、給与、
分限及び懲戒、服務等に関する条例
の一部改正について

消防団員の減少に伴い、消防団員の条
例定数を改正するもの 総務教育 原案可決

（17：0）

議案第72号 令和８年度稲敷市一般会計補正予算
（第４号）

既定の予算総額に３億 3,441 万７千円
を増額するほか、債務負担行為及び地
方債の追加・変更を行うもの

総務教育
市民福祉
産業建設

原案可決
（17：0）

各議案概要はこちら

令和７年度全決算（12会計）を認定令和７年度全決算（12会計）を認定
このほか、教育活動バス１台を4,177万 1,532円で買入れ、
東支所の修繕料に167万４千円を追加、企業立地推進事業
に２億3,550万円を追加などを可決
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※ 議長（松戸千秋）は採決に加わりません。ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。

議案等番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

議案第73号 令和８年度稲敷市国民健康保険特別
会計補正予算（第１号）

既定の予算総額に 1,210 万円を増額す
るもの 市民福祉 原案可決

（17：0）

議案第74号 令和８年度稲敷市介護保険特別会計
補正予算（第１号）

既定の予算総額に 7,365 万４千円を増
額するもの 市民福祉 原案可決

（17：0）

議案第75号 令和８年度稲敷市基幹水利施設管理
事業特別会計補正予算（第１号）

既定の予算総額に 49 万７千円を増額
するもの 産業建設 原案可決

（17：0）

議案第76号 令和８年度稲敷市後期高齢者医療特
別会計補正予算（第１号）

既定の予算総額に 400 万円を増額する
もの 市民福祉 原案可決

（17：0）

議案第77号 令和８年度稲敷市水道事業会計補正
予算（第１号）

資本的支出の予定額に 6,122 万円を増
額するもの 産業建設 原案可決

（17：0）

議案第78号 令和７年度稲敷市一般会計歳入歳出
決算認定について

歳入決算額：241 億 2,330 万 8,193 円
歳出決算額：232 億 2,413 万 4,496 円

総務教育
市民福祉
産業建設

認定
（17：0）

議案第79号 令和７年度稲敷市国民健康保険特別
会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：46 億 1,458 万 9,131 円
歳出決算額：45 億 3,352 万 2,318 円 市民福祉 認定

（17：0）

議案第80号
令和７年度稲敷市、稲敷郡町村及び
一部事務組合公平委員会特別会計歳
入歳出決算認定について

歳入決算額：21 万 1,658 円
歳出決算額：12 万 9,750 円 総務教育 認定

（17：0）

議案第81号 令和７年度稲敷市介護保険特別会計
歳入歳出決算認定について

歳入決算額：42 億 5,300 万 3,204 円
歳出決算額：41 億 1,483 万 3,529 円 市民福祉 認定

（17：0）

議案第82号 令和７年度稲敷市浮島財産区特別会
計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：182 万 8,292 円
歳出決算額：168 万 2,400 円 総務教育 認定

（17：0）

議案第83号 令和７年度稲敷市古渡財産区特別会
計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：619 万 4,799 円
歳出決算額：585 万 143 円 総務教育 認定

（17：0）

議案第84号
令和７年度稲敷市基幹水利施設管理
事業特別会計歳入歳出決算認定につ
いて

歳入決算額：２億 8,955 万７千円
歳出決算額：２億 8,905 万９千円 産業建設 認定

（17：0）

議案第85号 令和７年度稲敷市後期高齢者医療特
別会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：13 億 6,734 万 7,674 円
歳出決算額：13 億 5,622 万 6,122 円 市民福祉 認定

（17：0）

議案第86号 令和７年度稲敷市介護サービス事業
特別会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：1,294 万 2,387 円
歳出決算額：1,230 万 3,246 円 市民福祉 認定

（17：0）

議案第87号 令和７年度稲敷市工業用水道事業清算
特別会計歳入歳出決算認定について

歳入決算額：9,011 万 2,219 円
歳出決算額：9,011 万 2,219 円 産業建設 認定

（17：0）

議案第88号 令和７年度稲敷市水道事業会計決算
認定について

総収益：10 億 7,221 万 3,927 円
総費用：9 億 9,865 万 4,388 円 産業建設 認定

（17：0）

議案第89号
令和７年度稲敷市下水道事業会計未
処分利益剰余金の処分及び決算認定
について

総収益：21 億 927 万 649 円
総費用：16 億 911 万 8,965 円
未処分利益剰余金：６億 725 万 1,925 円

産業建設
原案可決
及び認定

（17：0）

議案第90号 動産の買入れについて 稲敷市教育活動バス（大型バス）１台
を 4,177 万 1,532 円で買い入れるもの 総務教育 原案可決

（17：0）

議案第91号 市道路線の変更について 市道（新）1214 号線の終点を変更す
るもの 産業建設 原案可決

（17：0）

議案第92号 市道路線の廃止について 市道（江）4133 号線を廃止するもの 産業建設 原案可決
（17：0）

議案第93号 工事請負契約の締結について
旧浮島小学校解体工事について、一般
競争入札により契約額を１億 3,420 万
円で契約するもの

― 原案可決
（17：0）

諮問第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦について 伊佐部　　黒田　正紀（新任） ― 同意
（17：0）

委員会提出議案
第 1 号

稲敷市議会委員会条例の一部改正に
ついて

常任委員会の名称及び所管部局を変更
するもの ― 原案可決

（17：0）
議員提出議案

第 2 号
議員に対する厳重注意及び政治倫理
条例を遵守するよう求める決議

提出者　髙野　貴世志
　　　　賛成者４名 ― 原案可決

（16：0）
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請願番号 件　　　名 請　願　者 付託委員会 審議結果
（賛成：反対）

請 願 第 ４ 号 
（R8.8 .20）

高校生の通学費支援制度の創設及び
拡充に関する請願

稲敷市
大貫　正人 総務教育 継 続 審 査 

（10：7）

請願の審査結果

党派名
議員名

議案番号

無所属 公明
議
決
結
果

反
対
者
数

：

賛
成
者
数

無
藤
智
恵
美

染
谷
久
仁
桂

髙
山
　 

久

鈴
木
正
志

寺
﨑
久
美
子

椎
野
　 

隆

中
沢
　 

仁

黒
田
茂
勝

根
本
　
浩

山
本
彰
治

岡
沢
亮
一

篠
田
純
一

根
本
光
治

中
村
三
郎

伊
藤
　 

均

髙
野
貴
世
志

松
戸
千
秋

浅
野
信
行

請 願 第 ４ 号 × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ― ○
賛成多数 
継続審査 10：7

賛否の分かれた議決結果（上記請願に係る、委員会の閉会中の継続審査の申し出の件）

※○は賛成　　×は反対　　▲は除斥　　●は棄権　　■欠席

※棄権・・・議員自らの意思により表決に参加しない場合

※欠席・・・本会議を欠席した場合

※議長 （松戸千秋）は採決に加わりません。									       
　ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。（地方自治法第116条　参照）

※除斥・・・議員は直接の利害関係のある事件については、その議事に参与することができない。
　　　　　　（地方自治法第117条　参照）	

※ 議長（松戸千秋）は採決に加わりません。ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。

議案番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果
（賛成：反対）

議案第 63 号
専決処分の承認を求めることについ
て（和解及び損害賠償額を定めるこ
とについて）

マンホールポンプ場のポンプ停止によ
り汚水が溢れ周辺の水田へ流入した事
故について、損害賠償支払額を 496 万
6 千円と定め和解するもの

― 承認
（17：0）

議案第 64 号 令和８年度稲敷市一般会計補正予算
（第３号）

市長選挙と市議会議員一般選挙の同時
執行に伴う経費の組み替えにより、既
定の予算額から 1,584 万 9 千円を減額
するもの

― 原案可決
（17：0）

議案第 65 号 工事請負契約の締結について
旧阿波小学校解体工事について、一般
競争入札により契約額を 1 億 4,850 万
円で契約するもの

― 原案可決
（17：0）

　令和８年第２回稲敷市議会臨時会が７月10日（金）に開かれました。本臨時会には、議案３件の上程があ
り、全議員出席のうえ、全会一致によりすべて承認・原案可決されました。

令和８年 第２回 稲敷市議会臨時会
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ジェンダーギャップ指数について

　日本のジェンダーギャップ指数や国県の動
向を踏まえ、本市における職員の男女の割合

（幹部職員を含む）について伺います。

椎野

　女性管理職や審議会等における女性登用率が目標値を下回っている現
状を踏まえ、現在策定中の第５次男女共同参画計画にどのように反映し

ていくのか、市長の見解を伺います。

椎野

　市内小中学校のトイレ数における男女比について伺います。椎野

　
第
３
回
定
例
会
に
は
、
９
名
の
議
員
が
市
政
全
般
に
わ
た
り
一

般
質
問
を
行
い
ま
し
た
。
質
問
と
答
弁
に
つ
い
て
、
要
旨
を
紹
介

し
ま
す
。

　
写
真
下
部
の
二
次
元
コ
ー
ド
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
カ
メ
ラ
や

専
用
ア
プ
リ
で
読
み
取
る
と
、
一
般
質
問
の
録
画
映
像
を
ご
視
聴

い
た
だ
け
ま
す
。

椎 野　 隆
議　員

性別に関わりなく、その個性と能力を

十分に発揮できる社会の実現を目指す
筧市長

　令和８年４月１日現在、職員の割合は
男性職員が 57.3％、女性職員が 42.7％

で、全国の一般行政職における女性割合 34％と比べ
女性職員の割合は全国を上回っている状況です。
　課長級以上では男性が 85.4％、女性が 14.6％となっており、女
性の割合は全国の数値 16.2％よりやや下回っている状況です。

総務部長

　新聞報道では全国の学校トイレの男女比は男子用が女子用と比較
し 1.4 倍となっていて、本市も同様に 1.4 倍という状況です。休み

時間にトイレができなかった女子が授業を抜け出すという実態もあるようです
が、本市ではこのようなことは確認されておりません。今後、学校の大規模改
修等を実施する際には、適切な対応に努めていきます。

教育部長

　市民意識調査やグループヒアリングを通じて現状や市民の意見を把握
し、これまでの取組の成果と課題を検証します。その上で、男女共同参

画審議会で十分に審議し、実効性のある施策を盛り込み、性別にかかわらず誰
もが個性や能力を発揮できる社会の実現を目指します。

市長

※ジェンダーギャップ指数（GGI）とは世界経済フォーラム（WEF）が毎年発
表している各国の男女格差を数値化した指標です

空
家
対
策
に
つ
い
て

　
管
理
不
全
と
な
る

空
き
家
の
発
生
を
未

然
に
防
ぐ
こ
と
や
、
利
活
用
を
重
視
し
た
取

組
を
中
心
に
進
め
て
、
助
成
制
度
が
あ
る
空

き
家
バ
ン
ク
制
度
や
民
間
事
業
者
と
の
連
携

を
図
っ
て
い
ま
す
。解
体
の
補
助
金
制
度
は

管
理
を
し
て
い
る
所
有
者
と
の
間
で
の
公
平

性
の
観
点
を
踏
ま
え
て
、
慎
重
に
検
討
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。今
後
、
所
有
者

自
身
に
よ
る
改
善
を
促
す
こ
と
に
重
点
を
置

き
、
ま
ず
は
管
理
不
全
と
な
る
空
き
家
の
増

加
抑
制
に
取
り
組
み
ま
す
。

地
域
振
興
部
長

　
全
国
の
空
き
家
の
数
と
い
う
の

は
、
約
９
０
０
万
戸
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。本
市
の
空
家
対
策
の
現
状
と
対
策

の
一
環
と
し
て
解
体
の
補
助
金
制
度
を
新

た
に
設
け
る
こ
と
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

椎
野

管
理
不
全
と
な
る
空
き
家
の

増
加
抑
制
に
取
り
組
み
ま
す

地
域
振
興
部
長
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持続可能な稲敷市を未来の子ど

もたちへ引き継いでいく
筧市長

　現在推進している第 3次稲敷市総合計画では、「自然と
ともに豊かさと幸せを実感できるまち」を将来像に掲げて

います。市長２期８年の市政運営を振り返り、成果と課題をどの
ように捉えているのか伺います。

黒田

　人口減少は、労働力不足や地域経済の縮小、生活インフラ維持の困難、そして長年
培われた地域コミュニティの弱体化など、地域社会に深刻な影響を及ぼし、婚姻数

や出生数の低下を招く負の循環となっています。第３次稲敷市総合計画では 2035 年に人口
３万人を堅持するという目標を掲げています。今後どのような柱立てで人口減少対策を進め、
本市の持続可能な将来像を実現していく考えか、また、この困難な現実を乗り越えるこれか
らの展望をどう描いているのかを伺います。

黒田

市長のこれまでの市政運営とこれ
からの展望について

市長 　２期８年の市政運営は、市民、議会、職員が一丸となってコロナ禍という危機に対
応しつつ、第３次稲敷市総合計画のスタートや協働のまちづくりへの転換、市制施行

20 周年事業などを進めてきた期間であります。
　子育て・教育、移住定住、産業振興、観光・交流、防災・減災、環境保全など各分野で施
策を積み重ねてきましたが、人口減少や社会構造の変化といった構造的課題の解決は道半ば
であり、今後も誠実に向き合っていく必要があると考えています。

市長 　住宅取得支援や移住促進施策などに取り組んだ結果、本市を生活の拠点として選び
定住してくれた方がおり、少なからず着実な手応えを感じています。一方で、人口減

少の要因は複雑であり、全世代が住み続けたいと思えるよう、働く場の確保や生活基盤の充
実など総合的なまちづくりが不可欠だと認識しています。
　今後の人口減少社会に対する本市の展望として、産業振興と力強い雇用創出、未来を担う
子ども・若者の育成支援の充実、安全安心な暮らしと持続可能な地域地盤づくりの三つの柱
を中心に施策を展開させたいと考えています。成田国際空港近接や圏央道 IC の優位性を生
かした産業用地開発、６次産業化、教育支援や木育推進、高齢者の移動支援や空き家活用、
ふるさと納税による行財政基盤強化などにより、持続可能な稲敷市を未来の子どもたちへ引
き継いでいくため、これらの施策に取り組んでいきます。

黒 田 茂 勝
議　員
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山 本 彰 治
議　員

新規就農者に対する政策について

　新規就農者に対する市からの支援策は具体的にどのよう
なものがあるか伺います。山本

　新規就農者支援や農業関係人口の拡大について、市長としてどのようなビジョンを
持って取組を進めていくのか伺います。山本

　市の独自支援として、新規就農者育成支援補
助金を設けています。これは、農業にかかった

経費を１か月５万円、年間 60 万円を上限に、最長３年間交付す
る制度です。
　また、育成支援補助金を受けた新規就農者に対し、１回限りですが、農業用機械購入経費の２
分の１以内、上限 50 万円を補助する制度も整備しています。

地域振興部長

　国による新規就農者への主な経済的支援制度について伺います。山本

　耕作放棄地対策と、関係人口創出も含めた農地維持に市とし
てどのように取り組んでいくのか伺います。山本

　国の支援として、年間 165 万円を最長３年間交付
する経営開始資金があります。地域振興部長

　補助金を活用した地域協力に加え、都市部の社会人やファミリー層などを招いて
体験型イベントを行い、関係人口を生み出しながら農地維持に取り組んでいきたい

と考えています。
副市長

　農業を後世につなぐため新たな担い手の育成を強化し、関係人口を拡大しつつ、一人で
も多く新規就農を希望する人が生まれるような取組を推進していきたいと考えています。市長

公
共
施
設
の
借
地
に
つ
い
て

借
地
で
あ
る
施
設
も
含
め
公
共

施
設
再
編
の
検
討
を
進
め
る

筧
市
長　

借
地
を
含
め
た
公
共
施
設
の
維
持
管
理
コ
ス

ト
に
つ
い
て
、
今
後
ど
の
よ
う
な
方
針
で
削
減

に
取
り
組
む
の
か
伺
い
ま
す
。

山
本

　

公
共
施
設
再
編
に
当
た
り
、
借
地
と
な
っ
て

い
る
公
共
施
設
を
ど
の
よ
う
に
考
慮
し
、
全
体

と
し
て
ど
の
よ
う
な
考
え
方
で
進
め
て
い
く
の
か
伺
い

ま
す
。
山
本

　

公
共
施
設
再
編
方
針
に
基
づ
き
、
今
後
ど
の
よ
う

な
施
設
の
廃
止
や
統
合
を
進
め
る
の
か
伺
い
ま
す
。

山
本

　

利
用
率
や
老
朽
化
、
借
地
の
有
無

を
総
合
的
に
勘
案
し
て
再
編
を
進
め
、

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
削
減
を
図
り
ま
す
。

市
長
公
室
長

市
長
公
室
長
　

令
和
８
年
１
月
に
策
定
し
た
公
共
施

設
再
編
方
針
に
基
づ
き
、
江
戸
崎
地

区
の
４
つ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
と
東
農
業
者
ト

レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
を
令
和
９
年
度
末
ま
で
に
廃
止

す
る
予
定
で
す
。
ま
た
、
５
年
ご
と
に
配
置
方
針
を
見

直
し
な
が
ら
公
共
施
設
の
適
正
配
置
と
維
持
管
理
費
削

減
を
図
り
ま
す
。

　
学
校
や
公
民
館
、
公
園
な
ど
市
民
に
身
近
で
不
可

欠
な
施
設
の
役
割
を
踏
ま
え
つ
つ
、
借
地
で
あ
る
施

設
も
含
め
再
編
の
中
で
適
切
に
考
慮
し
検
討
を
進
め
ま
す
。

市
長

新たな担い手の育成を強化する

取組を推進していく
筧市長
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髙 山　 久
議　員

　本市の人口減少について、自然減・社会減や転出世代を
分析した上で、これまでの定住・子育て・雇用対策の効果と、

令和９年度の目標達成に向けた今後の取り組みについて伺います。

髙山

　次期中期基本計画において、前期計画の成果を検証し、人口減少抑制や若年層の定
着に効果の高い施策への「選択と集中」を進め、５年間の計画終了時に成果の検証を

行う考えはあるか、また、若者の定住・還流につながる奨学金制度の充実について伺います。

髙山

本市の人口減少対策・若者定住対
策について

　若年夫婦・若年子育て世帯への住宅取得支援や空
き家バンク、子育て支援、企業立地・雇用対策など

を進めています。令和７年度は住宅取得支援 27 件、空き家バンク７件の成約がありました。一方、
創業支援など一部の目標は未達成であり、周知や情報発信を強化し、若い世代の定住につなげて
いきます。

市長公室長

　前期計画の施策や重点事業を徹底検証し、ＫＰＩ（重要業績評価指標）や
事業費に対する行政効果などを分析します。成果の高い事業に予算を重点配

分し、効果の薄い事業は見直し・休止・廃止・統合する「選択と集中」を進め、
実効性のある中期基本計画としていきます。

市長公室長

　現在の奨学金制度では、卒業後５年以上市内に住民登録した
場合、返還額の 10％を免除しています。まずは現奨学金制度の

所得要件や返還免除割合の拡充などを含めて検討していきます。

教育部長

市
の
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
防

災
対
策
の
実
現
に
つ
い
て

　

水
害
時
の
浸
水
や
避
難
時
間
、
高
齢
化
率
、
交
通
手
段

な
ど
を
踏
ま
え
、
避
難
困
難
地
域
を
把
握
・
分
析
し
て
い

る
の
か
。
ま
た
、
避
難
先
や
経
路
、
開
始
時
期
、
移
動
手
段
を
整

理
し
た
地
区
別
の
「
避
難
カ
ル
テ
」
を
作
成
し
、
防
災
訓
練
で
検

証
す
る
こ
と
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

髙
山

　

東
地
区
で
は
広
範
囲
が
浸
水
想
定
区
域
と
な
る
こ
と
か

ら
、
長
期
避
難
や
物
資
供
給
、
非
常
用
電
源
、
通
信
、
水
・

ト
イ
レ
な
ど
の
機
能
を
備
え
た
防
災
拠
点
の
確
保
、
既
存
施
設
の

強
化
や
新
た
な
施
設
整
備
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

髙
山　

防
災
拠
点
機
能
の
確
保
は
重
要
な
課
題
で
す
。
浸
水
区
域

外
で
の
拠
点
確
保
を
優
先
し
、
既
存
施
設
の
活
用
・
強
化
や
新

た
な
施
設
整
備
に
つ
い
て
、
施
設
の
状
況
や
財
政
負
担
、
地
域
住
民
の

意
見
を
踏
ま
え
て
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

市
長

浸
水
区
域
外
で
の
防
災
拠
点
の

確
保
を
検
討
し
て
い
く

筧
市
長　

道
路
の
浸
水
・
通
行
不
能
が
想
定
さ
れ
る
地
域
は
把
握

し
て
い
ま
す
が
、
避
難
完
了
が
困
難
と
な
る
地
域
の
分
析・

特
定
に
は
至
っ
て
お
ら
ず
、
今
後
の
重
要
な
課
題
と
し
て
検
討
し
て
い

き
ま
す
。
ま
た
、
カ
ル
テ
の
仕
組
み
づ
く
り
に
は
、
地
区
住
民
の
協
力

が
必
要
で
あ
る
た
め
自
主
防
災
組
織
の
結
成
や
防
災
士
の
活
動
を
促
進

し
、
地
域
に
適
し
た
防
災
訓
練
の
体
制
づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

副
市
長

「選択と集中」を進め、実効性

のある計画としていく
市長公室長

※
こ
の
ほ
か
、
５
年
後
、
10
年
後
を
見
据
え
た
稲
敷
市
の
教
育

ビ
ジ
ョ
ン
に
つ
い
て
の
質
問
が
あ
り
ま
し
た
。
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寺﨑久美子
議　員

行政経営計画による「ムダ・ムラ・
ムリ」のない行政運営について

民間の感覚も取り入れながら財

政運営を進める
筧市長

　前例踏襲から脱却し、限られた財源や人員を最大限活用するため、意識改革を
進めるとともに、今後は、コスト意識の定着や行財政改革、職員配置の最適化な

どを検討していきます。
副市長

　物価高と円安で多くのコストが上昇している中、スクラップ・アンド・ビルドの観
点から思い切った事業廃止にも踏み込む一方、効率が悪くても継続せざるを得ない事

業も見極め、来年度予算編成に向けて民間の感覚も取り入れながら財政運営を進めていきます。
市長

　人口減少や財政・人材不足が進む中、限られた「人・もの・
財源」を有効活用し、効率的・戦略的な行政運営を進める

必要があります。本市における「選択と集中」の考え方と、今後
の行政経営計画の方向性について伺います。

寺﨑

　「ムダ・ムラ・ムリ」のない経営計画の認識について伺います。寺﨑

　選択と集中によって、スクラップ・アンド・ビルドしていかないと財政面が立ち行か
なくなる中、投資と削減をどう組み合わせて財政運営と行政経営を行うのか伺います。寺﨑

　限られた予算や人員などの経営資源を、本市の重要課題として施策に取り
組んでいく考えです。５つの重点プロジェクトに資源を集中し、市民が幸せ

を感じられるまちを目指すことが目的です。
市長公室長

特
定
外
来
生
物
に
つ
い
て

外
来
生
物
の
駆
除
に
必
要
な
財

源
確
保
に
取
り
組
ん
で
い
く

筧
市
長

　

桜
な
ど
バ
ラ
科
の
樹
木
に
大
き
な
被
害
を
与
え
る
特

定
外
来
生
物
ク
ビ
ア
カ
ツ
ヤ
カ
ミ
キ
リ
に
つ
い
て
、
本

市
に
お
け
る
現
状
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

寺
﨑

　

桜
な
ど
へ
の
被
害
拡
大
や
倒
木
が
懸
念
さ
れ
る
中
、

現
在
被
害
の
な
い
段
階
で
の
対
策
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

寺
﨑

　

ナ
ガ
エ
ツ
ル
ノ
ゲ
イ
ト
ウ
に
つ
い
て
、
国
や
県
な
ど

か
ら
必
要
な
支
援
を
得
る
た
め
、
協
議
会
で
の
活
動
に

加
え
、
市
独
自
の
要
望
活
動
を
積
極
的
・
継
続
的
に
行
う
べ
き

と
考
え
る
が
、
市
長
の
見
解
を
伺
い
ま
す
。

寺
﨑

　

本
市
で
は
現
在
、
確
認
さ
れ
て
い
ま
せ

ん
が
、
県
南
地
区
で
は
分
布
が
拡
大
し
て

い
ま
す
。
事
前
対
策
は
確
立
さ
れ
て
お
ら
ず
、
早
期
発
見
と
駆

除
が
重
要
で
す
。
落
枝
・
倒
木
に
よ
る
人
的
被
害
や
農
業
被
害
、

生
態
系
へ
の
悪
影
響
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

市
民
生
活
部
長

　

桜
づ
つ
み
な
ど
の
監
視
を
強
化
し
、
成

虫
を
発
見
し
た
場
合
は
捕
殺
し
、
食
害
が

確
認
さ
れ
た
場
合
の
殺
虫
剤
注
入
な
ど
、
県
と
連
携
し
て
駆
除

対
策
を
進
め
ま
す
。

土
木
管
理
部
長

　

国
・
県
な
ど
へ
の
要
望
活
動
を
重
ね
、
被
害
拡
大
に

備
え
た
警
戒
体
制
を
整
え
、駆
除
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

ま
た
、
森
林
環
境
湖
沼
税
な
ど
を
活
用
し
、
外
来
生
物
の
駆
除

に
必
要
な
財
源
確
保
に
も
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

市
長



市
政
を
問
う

11 稲敷市議会だより　第86号

鈴 木 正 志
議　員

高齢者にやさしい
まちづくりについて
筧市長 生活支援を拡充し、地域包括ケア

と見守りを強化する

　老人クラブに加入していない高齢者の公共施設利用を無
償化すべきではないか。現行制度と課題を踏まえ、市の見

解を伺います。

鈴木

　運転免許証返納により地域公共交通に頼らざるを得ない高齢者が増えています。移動を
支えるため、高齢者向けフリーパス制度を導入すべきと考えますが、市の考えを伺います。鈴木

　高齢者の地域での見守り体制について伺います。鈴木

　高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画が最終年度を迎える中、目標達成に向け
た方針を伺います。鈴木

　高齢者が健康で生き生きと安心して暮らせる、高齢者に優しいまちづくりを望んで
います。今後、市としてどのような高齢者支援に取り組むのか伺います。鈴木

　公民館では老人クラブ等の団体は使用料を減免していますが、個人利用高齢
者は対象外です。社会体育施設では老人クラブ等は全額免除、市スポーツ協会

加盟団体は５割減免としています。個人利用の無償化には公平性や施設運営等の課題がある
ため、今後、減免範囲を整理しつつ必要に応じ見直しを検討します。

教育部長

　本市は現在、通学定期券への補助や地域補完交通タクシーの一部助成、
ＡＩオンデマンド交通の試験導入などにより、公共交通の維持と利用促進

を図っています。持続可能な公共交通への移行に向け抜本的な見直しを進めており、フリー
パスの導入は現時点では想定していません。今後も利用状況やニーズを分析し、本市の実情
に合った交通体系の形成を進めます。

地域振興部長

　10 月１日からは、愛の定期便事業と緊急通報システムを一本化し、高齢者見
守りサポート事業を開始します。人感センサーと緊急通報装置で 24 時間 365

日見守り、異常時には親族等への連絡や救急車の手配を行い、対象を独り暮らしに加え、高齢者
のみの世帯や日中独居となる高齢者にも広げる等、以前より利便性の高いものとなっています。

保健福祉部長

　団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年を見据え、医療・介護・予防・住ま
い・生活支援を切れ目なく提供する地域包括ケアシステムの構築に取り組

んできました。第９期計画の取組については評価・検証を行い、次期第 10 期計画では認知症
施策推進計画を一体的に位置づけるなど、地域包括ケアシステムの深化を図ります。

保健福祉部長

市長 　高齢者の生活支援として、ごみ出し支援訪問収集や粗大ごみ戸別収集、見守りサポー
ト事業を実施し、ニーズに応じた支援を拡充しています。今後も、高齢者が住み慣れた地

域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステムの深化と見守り体制の強化を進めていきます。



一
般
質
問

12稲敷市議会だより　第86号

染谷久仁桂
議　員

事業成果の検証と今後の改善方策について
（英語特区・隣接区域の防音工事・定住促進）

本市と成田空港が共存共栄でき

るよう協議を続けていく
副市長

　本市は、英語教育に力を入れるだけでなく、英語を使っ
て未来を切り開く子どもを育てる政策へ進化させるべきだ

と考えるが見解を伺います。

染谷

　成田空港の機能強化という本市の地域特性を生かしながら、英語教育を本市の特色
ある英語教育政策と位置付けて、英語教育特区の申請、創設に向けて、具体的にどう

いうプロセスがあるのか伺います。

染谷

　成田空港の機能強化を踏まえ、現行の区域にとらわれず騒音や住民生活への影響を
改めて調査すべきだと考えます。対象地域の実態調査を行い、その結果を基に定住促

進区域の拡充を検討していく考えはあるのか伺います。

染谷

　隣接区域の防音工事について、平成 30年からの５年間に限らず、航空機騒音の影
響が続く限り継続的に申請・実施できる制度とすべきだと考えます。これまでの実施

状況や市民要望を踏まえ、国や成田空港との協議、制度設計、予算確保をどのように進める
のか、市としての考えを伺います。

染谷

　英語教育では、民間事業者や大学、企業等と連携し、専門性を生かした学習機
会の充実に努めています。今後も、各取組をつなげ、子どもたちの英語力向上に

つながる教育の充実を図ります。

教育長

　英語教育特区の検討に当たり、先進自治体の導入プロセスやノウハウの情報整
理を進めており、現地視察も打診しています。国の次期学習指導要領改訂の動向

も注視しつつ、市内各学校と丁寧に協議し、教員の声や創意工夫を踏まえて、英語教育特区
導入が本市で真に可能かつ有効かを総合的に判断して慎重に検討していきます。

教育長

　指定区域の内外の騒音実態調査は今後も継続して実施します。瞬間的な
騒音や航空機の高度による騒音の違いも把握し、来年度以降、発着回数増

加を見据えて丁寧に状況を確認していきます。その測定結果を踏まえ、区域の拡充や支援策
について成田空港と協議していきます。

市民生活部長

　隣接区域や定住促進区域の防音工事について、これまで設けていた工事対象年
度を廃止し、継続的に実施できるよう成田空港と協議

しています。成田空港から前向きな検討の回答を得ており、令
和 10 年度より事業再開ができるよう、制度設計を進めていく考
えであり、今後もＢ滑走路延伸など機能強化の中で、本市と成
田空港が共存共栄できるよう協議を続けていきます。

副市長

※このほか、ナガエツルノゲイトウの駆除に加え、予防・早期発見・地域全体での防除への
取組についてや、米価変動に伴う今後の農業支援・農業政策についての質問がありました。



市
政
を
問
う

13 稲敷市議会だより　第86号

浅 野 信 行
議　員

農業近代化資金融通法の改正について
筧市長 自由度の高い融資制度の活用が経

営安定にとって重要

防
災
拠
点
の
整
備
に
つ
い
て

　農業近代化資金融通法の一部改正法が成立・公布された
が、その改正内容のポイントと、借入限度額など従来制度

からの変更点を示してほしい。

浅野

　今回の改正は、農林中央金庫が主たる出資者
等の団体・法人を貸付対象に加え、個人は 1,800

万円から２億円、法人は２億円から７億円へ最高限度額を引き上げたものです。

地域振興部長

浅野 　今回の法改正により、融資を受ける農業者には具体的にどのようなメリットが生じ
るのか伺います。

浅野 　国の農業近代化資金融通法の改正も踏まえ、持続的営農環境の
整備について市として具体的にどう取り組むのか伺います。

地域振興部長 　貸付金合計額の最高限度額が引き上げられ、規模拡大や事業の多角化、資
材価格高騰への対応などに必要な資金調達が可能となり、施設の近代化だけ

でなく、大規模化や効率的な農業経営の体制づくりを後押しする大きなメリットがあります。

　融資制度の支援に加え、地産地消や６次産業化の推進、地域イ
ンフラや共同活動の維持、新規就農者の確保・定着などを通じて

農業環境を整えることが地域農業の発展につながると考えます。

市長

　

ス
マ
ー
ト
街
路
灯
は
通
信
機
能
や
非
常
用
電
源
な
ど
を
備
え
、

停
電
時
の
照
明
確
保
や
避
難
経
路
の
安
全
確
保
、
災
害
情
報
発
信

な
ど
に
活
用
で
き
る
と
考
え
ま
す
。
ス
マ
ー
ト
街
路
灯
の
防
災
活
用
に
つ

い
て
考
え
を
伺
い
ま
す
。

浅
野

　

災
害
に
強
い
防
災
拠
点
づ
く
り
の
た
め
、
ト
イ
レ
ト
レ
ー
ラ
ー

や
ス
マ
ー
ト
街
路
灯
を
導
入
し
、
市
民
が
安
心
し
て
避
難
で
き
る

環
境
を
整
え
る
べ
き
と
考
え
る
が
、
導
入
に
向
け
た
考
え
方
と
今
後
の
方

針
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

浅
野

　

ス
マ
ー
ト
街
路
灯
に
は
太
陽
光
の
み
で
自
立
稼
働
す
る
タ
イ
プ

や
、〝
Ｉ
ｏ
Ｔ
〟
で
遠
隔
操
作
や
監
視
、デ
ー
タ
活
用
が
可
能
な
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
型
が
あ
り
ま
す
。
ク
ラ
ウ
ド
で
一
元
管
理
す
る
こ
と
で
運
用
負
担
の

軽
減
と
安
全
確
保
が
図
れ
、防
災
へ
の
効
果
も
期
待
で
き
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

副
市
長　

ト
イ
レ
ト
レ
ー
ラ
ー
に
つ
い
て
は
、
平
常
時
の
利
用
方
法
、
災

害
時
の
運
用
、
汚
物
処
理
、
水
の
確
保
な
ど
を
含
め
て
総
合
的
に

検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ス
マ
ー
ト
街
路
灯
は
情
報
化
の
進
展
も
踏
ま

え
、
住
民
の
不
便
の
把
握
や
情
報
の
円
滑
な
や
り
取
り
に
資
す
る
仕
組
み
と

し
て
活
用
を
検
討
し
、
費
用
対
効
果
も
含
め
て
整
備
を
進
め
、
本
市
の
地
理

的
条
件
を
踏
ま
え
、
補
助
金
の
活
用
や
地
方
債
な
ど
の
財
源
面
も
含
め
、
購

入
と
そ
の
後
の
運
用
体
制
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

市
長

本
市
の
地
理
的
条
件
も
踏
ま
え
、
設

備
の
購
入
と
運
用
体
制
に
つ
い
て
検

討
を
進
め
て
い
く

筧
市
長



一
般
質
問

14稲敷市議会だより　第86号

無藤智恵美
議　員

人口減少・物価高騰・老朽化するインフ
ラを見据えた本市の財政運営について

財源の確保により、持続可能な

行政運営に努める
筧市長

　現在の財政状況を市としてどのように評価しているの
か。また、今後 10年間の歳入歳出の動向と基金の活用を

含む財政運営の見通しはどうなのか伺います。

無藤

　今後 10年間に必要となるインフラの修繕・更新費用に対して、現在見込める財源
でどの程度対応ができるのか。必要な費用と確保できる財源との間に生じる不足に対

して、どのような対応を考えているのか伺います。

無藤

　限られた財源の中で、今後何を優先し、何を残し、何を集
約し長寿命化していくのか、そして、それらを次の世代にど

のように引き継いでいきたいのか、市長の考えを伺います。

無藤

　本市の財政状況は、健全化判断比率からいうと、現時点において健全である
と評価をしています。

　今後 10 年間の歳出は、高齢化に伴う扶助費や賃金水準の上昇による人件費の増加が見込
まれます。また、インフラの老朽化による更新費用も増大しますが、国庫補助金や有利な地
方債を活用して市の負担軽減を図りつつ対応していきます。歳入は、地方税は横ばいか微減
と推計し、地方交付税は国の財政対策に左右されるため慎重に捉えています。基金残高は増
加しているものの、今後の施設老朽化に伴う取り崩しも想定されることから、楽観せず慎重
な財政運営に努めます。

総務部長

　今後 10 年間の財政運営は、稲敷市公共施設再編方針を基に、必要な改修費用
及び投資可能額を推計しています。

　一般会計においては、必要な改修費用は約 191 億円、投資可能額は約 162 億円、10 年間
での差額が約 29 億円となる見込みです。
　今後の運営状況によっては基金を一部取り崩す必要性も考えられますが、この状況に少し
でも歯止めをかけるために、事業の選択と集中や施設の統廃合を進め
るなど、予算のさらなる縮減に向けた取組を推進していきます。

総務部長

　残すべきものは、建物ではなくて、地域の暮らしを支える機能ではないかと考えま
す。市全域を利用対象とする施設は複合化するなど集約をしてコストの削減を図りつ

つも、必要なサービスを提供できるよう配置をしていき、その判断に当たっては、総合計画
の将来像や各種計画との整合性、拠点への集約等の視点を重視したいと考えています。
　再編は、単なる削減であってはならないと考えます。ただ施設を統廃合するだけではなく、
施設の魅力アップ、利用者の利便性の確保、そしてにぎわいの創出に取り組み、極力市民サー
ビスの低下を招かないように努めていきます。
　次の世代には、必要な機能とそれを支える財政の余力を併せて引き継ぐことこそが、私ど
もの責務であると考えます。

市長



常常任任委委員員会会のの審査経過と結果常常

15 稲敷市議会だより　第86号

総
務
教
育
常
任
委
員
会

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

　

そ
の
他
、
議
案
第
66
号
、
第
67
号
、

第
68
号
、
第
71
号
の
条
例
改
正
、
第
90

号
の
動
産
の
買
い
入
れ
に
つ
い
て
、
執

行
部
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

　

以
上
の
議
案
６
件
に
つ
い
て
は
、
審

査
の
結
果
、
全
会
一
致
に
よ
り
原
案
可

決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　

請
願
第
４
号　

高
校
生
の
通
学
費
支

援
制
度
の
創
設
及
び
拡
充
に
関
す
る
請

願
で
は
、
紹
介
議
員
及
び
請
願
者
に
委

員
会
へ
の
出
席
を
求
め
審
査
を
行
い
ま

し
た
。

　

委
員
か
ら
は
、
国
の
「
高
等
学
校
等

就
学
支
援
金
」
の
拡
充
が
あ
っ
た
が
、

そ
の
こ
と
も
踏
ま
え
た
う
え
で
の
請
願

な
の
か
と
の
質
問
が
あ
り
、
請
願
者
か

ら
は
、
授
業
料
と
通
学
費
は
別
の
費
用

で
あ
り
、
稲
敷
市
に
住
む
高
校
生
が
ど

の
高
校
に
通
う
場
合
で
あ
っ
て
も
高
校

へ
通
う
た
め
に
必
要
と
な
る
費
用
に
つ

い
て
は
一
定
の
支
援
を
受
け
ら
れ
る
と

い
う
制
度
を
検
討
し
て
欲
し
い
と
の
答

弁
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
た
、
紹
介
議
員

か
ら
は
、
人
口
減
少
対
策
や
若
者
定
住

促
進
に
も
繋
が
る
こ
と
か
ら
制
度
設
計

着
手
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
と
の
答
弁

が
あ
り
ま
し
た
。

　

本
請
願
に
つ
い
て
は
、
現
状
把
握
に

つ
い
て
調
査
研
究
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
と
思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
審
査
の
結

果
、
賛
成
多
数
に
よ
り
継
続
審
査
す
べ

き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　

生
活
福
祉
課
所
管
で
は
、
歳
入
は

扶
助
費
の
増
額
に
伴
う
国
庫
負
担
金

４
２
１
万
４
千
円
の
増
額
、
歳
出
は
国

の
基
準
額
の
改
正
に
伴
う
委
託
事
務
費

５
６
１
万
８
千
円
を
増
額
す
る
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

高
齢
福
祉
課
所
管
で
は
、
歳
入
は
介

護
保
険
特
別
会
計
か
ら
の
前
年
度
精
算

に
よ
る
繰
入
金
３
，
１
０
６
万
６
千
円

を
増
額
し
、
歳
出
は
令
和
７
年
度
の
低

所
得
者
保
険
料
軽
減
負
担
金
清
算
の
返

還
金
２
４
０
万
円
を
増
額
す
る
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
73
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算（
第

１
号
）
に
つ
い
て
は
、
歳
入
歳
出
と
も

に
前
年
度
繰
入
金
の
精
算
に
伴
う
前

年
度
繰
越
金
、
一
般
会
計
繰
出
金
１
，

２
１
０
万
円
を
そ
れ
ぞ
れ
増
額
補
正
す

る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
74
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）

に
つ
い
て
は
、
令
和
７
年
度
介
護
保
険
特

別
会
計
の
精
算
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、

歳
出
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
国
・
県
等

負
担
金
の
償
還
金
及
び
還
付
加
算
金
４
，

２
４
７
万
８
千
円
、
並
び
に
一
般
会
計
へ

の
繰
出
金
３
，
１
０
６
万
６
千
円
を
増
額

補
正
す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
議
案
第
76
号
の
補
正
予
算
に

つ
い
て
も
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
４
議
案

に
つ
い
て
は
、
原
案
可
決
す
べ
き
も
の

と
決
定
し
ま
し
た
。

委
員
長
　
髙
山
　
久
　

　

第
３
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
議
案
６
件
及
び
請
願
１
件
の
審
査
経

過
と
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
72
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）の
う
ち
、

当
委
員
会
所
管
部
分
に
つ
い
て
詳
細
な

説
明
を
受
け
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

秘
書
広
聴
課
所
管
で
は
、
シ
テ
ィ
プ

ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
27
万
５
千
円
の
補

正
内
容
は
、
Ｓ
Ｈ
Ｏ
Ｅ
Ｉ
ヘ
ル
メ
ッ
ト

パ
ー
ク
内
に
設
置
の
稲
敷
市
Ｐ
Ｒ
コ
ー

ナ
ー
の
案
内
サ
イ
ン
の
設
置
で
あ
る
と

説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

特
定
事
業
推
進
課
所
管
で
は
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
入
札
額

が
想
定
を
上
回
っ
た
た
め
、
そ
れ
に
応

じ
た
手
数
料
が
増
額
に
な
っ
た
こ
と
に

よ
る
補
正
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

　

学
務
管
理
課
所
管
で
は
、
令
和
９
年

３
月
31
日
を
も
っ
て
契
約
期
間
が
満
了

と
な
る
給
食
調
理
業
務
委
託
及
び
バ
ス

運
行
管
理
業
務
委
託
に
つ
い
て
、
令
和

９
年
度
の
業
務
開
始
に
支
障
が
生
じ
な

い
よ
う
、
早
期
に
委
託
業
者
を
選
定
し

準
備
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
債

務
負
担
行
為
を
設
定
す
る
も
の
で
、
契

約
手
続
き
等
を
省
略
で
き
業
務
の
効
率

化
が
図
ら
れ
る
こ
と
や
、事
業
者
に
と
っ

て
は
経
営
の
安
定
化
が
図
ら
れ
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
３
年
間
の
契
約
期
間
と
す

る
こ
と
等
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

委
員
長
　
椎
野
　
隆
　

　

第
３
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
４
議
案
の
審
査
経
過
と
結
果
に
つ
い

て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
72
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）の
う
ち
、

当
委
員
会
所
管
部
分
に
つ
い
て
詳
細
な

説
明
を
受
け
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

市
民
窓
口
課
所
管
で
は
、
令
和
９
年

度
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
及
び
電
子

証
明
書
の
更
新
件
数
が
増
加
す
る
見
込

み
で
、
必
要
な
人
員
を
確
保
す
る
委
託

契
約
の
た
め
、
債
務
負
担
行
為
を
設
定

す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

東
支
所
で
は
、
開
閉
器
の
更
新
、
会
議

室
の
L
E
D
化
及
び
駐
車
場
区
画
線
の
引

き
直
し
の
た
め
、
修
繕
料
１
６
７
万
４
千

円
を
増
額
す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

保
険
年
金
課
所
管
で
は
、
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
か
ら
の
前
年
度
精
算
に

よ
る
繰
入
金
９
７
６
万
１
千
円
を
増
額

す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

廃
棄
物
対
策
室
所
管
で
は
、
国
よ
り

示
さ
れ
た
「
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池
総

合
対
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
を
受
け
、
本
庁

舎
で
の
回
収
を
試
み
る
た
め
、
リ
チ
ウ

ム
イ
オ
ン
バ
ッ
テ
リ
ー
セ
ー
フ
テ
ィ
ー

ケ
ー
ス
購
入
費
33
万
円
を
増
額
す
る
と

の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

社
会
福
祉
課
所
管
で
は
、
障
害
者

自
立
支
援
給
付
費
な
ど
の
国
庫
負
担

金
の
確
定
に
伴
う
返
還
金
と
し
て
２
，

１
４
０
万
９
千
円
を
増
額
す
る
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。



常常任任委委員員会会のの審査経過と結果常常

16稲敷市議会だより　第86号

産
業
建
設
常
任
委
員
会

委
員
長
　
黒
田
　
茂
勝
　

　

第
３
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ
れ

た
７
議
案
の
審
査
経
過
と
結
果
に
つ
い

て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
69
号　

稲
敷
市
火
入
れ
に
関

す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
の
審

査
で
は
、
林
野
火
災
注
意
報
お
よ
び
林

野
火
災
警
報
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
に
伴

い
、
火
入
れ
の
制
限
に
関
す
る
規
定
を

改
正
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。
火
入
れ
を
し
た
場
合
の
罰

則
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
林
野
火
災

警
報
時
に
火
の
使
用
の
制
限
に
従
わ
な

い
場
合
は
、
消
防
法
に
よ
り
30
万
円
以

下
の
罰
金
ま
た
は
拘
留
に
処
さ
れ
る
場

合
が
あ
る
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
72
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）の
う
ち
、

農
政
課
所
管
で
は
、
農
産
物
振
興
事
業

に
２
７
７
万
６
千
円
、
土
地
改
良
振
興

事
業
に
２
９
８
万
６
千
円
、
農
業
経
営

基
盤
強
化
促
進
事
業
に
３
１
７
万
円
を

追
加
し
、
農
業
用
ド
ロ
ー
ン
の
導
入
、

土
地
改
良
施
設
の
修
繕
や
県
営
土
地
改

良
事
業
へ
の
負
担
金
、
農
業
用
機
械
の

導
入
に
対
す
る
補
助
な
ど
に
充
て
る
も

の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

産
業
振
興
課
所
管
で
は
、
企
業
立
地

推
進
事
業
に
２
億
３
，
５
５
０
万
円
を
追

加
し
、
稲
敷
工
業
団
地
に
立
地
し
た
企
業

へ
の
用
地
取
得
助
成
金
に
充
て
る
と
の

説
明
が
あ
り
ま
し
た
。
新
規
雇
用
者
の
要

件
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
従
業
員
数
50

人
未
満
の
企
業
は
従
業
員
数
の
10
％
以

上
、
10
人
未
満
の
企
業
は
１
人
以
上
を
雇

用
す
る
こ
と
が
要
件
で
あ
り
、
対
象
企
業

で
は
市
民
１
人
を
新
規
雇
用
し
て
い
る

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

建
設
課
所
管
で
は
、
駒
塚
地
区
で
予

定
し
て
い
る
排
水
整
備
工
事
に
係
る
地

方
債
を
追
加
す
る
と
と
も
に
、
道
路
維
持

費
４
，
５
０
０
万
円
を
資
材
等
の
高
騰
に

伴
う
工
事
費
の
増
額
に
、
市
営
石
納
住
宅

の
解
体
費
１
９
７
万
円
を
住
宅
管
理
費

に
追
加
す
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
77
号　

令
和
８
年
度
稲
敷
市

水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

の
審
査
で
は
、
配
水
管
布
設
替
工
事
に

係
る
設
計
業
務
委
託
や
工
事
費
の
高

騰
な
ど
に
伴
い
、
資
本
的
支
出
を
６
，

１
２
２
万
円
増
額
す
る
と
と
も
に
、
令

和
10
年
か
ら
の
水
道
事
業
の
広
域
化
・

統
合
に
向
け
た
例
規
整
備
支
援
業
務
委

託
に
つ
い
て
、
令
和
８
年
度
か
ら
令
和

９
年
度
ま
で
の
債
務
負
担
行
為
を
設
定

す
る
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。
ま
た
、
資
本
的
収
支
の
不
足
額

に
つ
い
て
、
消
費
税
等
の
調
整
額
や
損

益
勘
定
留
保
資
金
で
補
填
す
る
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
議
案
第
70
号
の
条
例
の
一

部
改
正
、
議
案
第
75
号
の
特
別
会
計
補
正

予
算
、
議
案
第
91
号
及
び
議
案
第
92
号
の

市
道
路
線
の
変
更
・
廃
止
に
つ
い
て
も
、

そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
７
議
案

に
つ
い
て
は
、
原
案
可
決
す
べ
き
も
の

と
決
定
し
ま
し
た
。

決
算
審
査
特
別
委
員
会度

に
お
け
る
滞
納
処
分
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、

所
管
課
か
ら
は
、
給
与
や
預
貯
金
、
所
得
税
の

還
付
金
な
ど
計
２
７
５
件
を
差
押
さ
え
、
約
１
，

８
０
０
万
円
を
税
金
に
充
当
し
、
換
価
率
は
34
．

６
％
で
あ
っ
た
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
保
健
福
祉
部
所
管
で
は
、
こ
ど
も
支
援
課

の
ひ
と
り
親
家
庭
自
立
支
援
事
業
に
つ
い
て
、

扶
助
費
の
執
行
内
容
と
執
行
率
が
72
．
６
％
と

な
っ
た
理
由
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
所
管
課

か
ら
は
、
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金
を
令
和

７
年
度
は
１
名
の
み
に
支
給
し
た
た
め
執
行
率

が
低
く
な
っ
た
も
の
で
、
今
後
も
制
度
の
周
知

に
努
め
る
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
地
域
振
興
部
所
管
で
は
、
ま
ち
づ
く
り
推
進

課
の
地
域
お
こ
し
協
力
隊
事
業
に
つ
い
て
、
卒

業
し
た
隊
員
の
定
住
状
況
に
つ
い
て
質
疑
が
あ

り
、
所
管
課
か
ら
は
、
こ
れ
ま
で
21
名
が
卒
業

し
て
お
り
、
そ
の
う
ち
約
10
名
が
現
在
も
市
内

に
在
住
し
て
い
る
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

土
木
管
理
部
所
管
で
は
、
上
下
水
道

課
の
合
併
処
理
浄
化
槽
設
置
助
成
事
業

に
つ
い
て
、
37
基
分
の
補
助
金
の
交
付

実
績
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
所
管
課

か
ら
は
、
５
人
槽
の
新
築
転
換
が
33
基
、

７
人
槽
が
３
基
、
10
人
槽
の
転
換
が
１

基
で
あ
っ
た
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
審
査
の
結
果
、
全
会
一
致
に
よ
り
認
定
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。
ま
た
、
特
別

会
計
議
案
第
79
号
か
ら
議
案
第
88
号
に
つ
い

て
も
、
全
会
一
致
に
よ
り
認
定
、
議
案
第
89

号
に
つ
い
て
は
全
会
一
致
に
よ
り
原
案
可
決

及
び
認
定
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　
　
　
　
委
員
長
　
岡
沢
　
亮
一
　

　

今
定
例
会
開
会
日
に
決
算
審
査
特
別

委
員
会
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
９
月
７

日
か
ら
15
日
に
か
け
て
３
分
科
会
に
よ

る
所
管
部
局
ご
と
に
分
割
審
査
が
行
わ

れ
、
17
日
の
全
体
審
査
会
に
お
い
て
、

分
科
会
で
の
審
査
内
容
の
報
告
を
受
け
、

付
託
さ
れ
た
令
和
７
年
度
12
会
計
の
決

算
に
関
す
る
議
案
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

議
案
第
78
号　

令
和
７
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
の
う
ち
、

　
総
務
部
所
管
で
は
、
総
務
課
の
職
員
給
与

に
不
用
額
が
生
じ
た
理
由
に
つ
い
て
質
疑
が
あ

り
、
所
管
課
か
ら
は
、
給
与
は
人
事
異
動
前
の

職
員
数
な
ど
を
基
に
見
込
み
で
予
算
計
上
し
、

必
要
に
応
じ
て
補
正
し
て
い
る
も
の
の
、
一
定

の
見
込
み
に
よ
り
算
出
し
て
い
る
た
め
、
不
用

額
が
生
じ
る
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
教
育
委
員
会
所
管
で
は
、
学
務
管
理
課
の
学

校
安
全
事
業
の
避
難
訓
練
の
実
施
状
況
に
つ
い
て

質
疑
が
あ
り
、
所
管
課
か
ら
は
、
各
学
校
で
年
間

３
～
４
回
程
度
、
火
災
、
風
水
害
、
地
震
、
不
審

者
な
ど
、
様
々
な
危
険
を
想
定
し
た
避
難
訓
練
を

実
施
し
て
い
る
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

教
育
政
策
課
の
閉
校
施
設
維
持
管
理
事

業
に
つ
い
て
、
決
算
額
が
約
５
４
０
万
円
増

加
し
た
理
由
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
所
管

課
か
ら
は
、
旧
根
本
小
学
校
東
側
の
高
木
に

つ
い
て
、
近
隣
住
民
か
ら
の
苦
情
を
受
け
、

約
３
３
０
万
円
を
か
け
て
伐
採
や
剪
定
等

を
行
っ
た
た
め
と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
市
民
生
活
部
所
管
で
は
、
市
税
の
令
和
７
年
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市民福祉常任委員会視察報告
　

当
委
員
会
は
、
総
合
窓
口
の
民
間
委
託
及
び
「
書
か

な
い
窓
口
」
と
、
ｅ
ス
ポ
ー
ツ
を
活
用
し
た
高
齢
者
福

祉
施
策
に
つ
い
て
視
察
研
修
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
神
奈
川
県
海
老
名
市
で
は
、
人
口
増
加
や
市
民
ニ
ー
ズ
の

多
様
化
に
伴
う
窓
口
の
混
雑
や
手
続
き
の
煩
雑
化
に
対
応
す

る
た
め
、
平
成
24
年
５
月
か
ら
総
合
窓
口
を
運
用
し
、
民
間

委
託
を
順
次
導
入
し
て
い
ま
す
。
待
合
ス
ペ
ー
ス
の
拡
充
、

分
か
り
や
す
い
サ
イ
ン
表
示
、
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
の
配
置
等

に
よ
り
、
来
庁
者
の
利
便
性
向
上
を
図
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

民
間
委
託
に
よ
る
柔
軟
な
人
員
配
置
で
安
定
し
た
窓
口
運
営

を
行
い
、「
書
か
な
い
窓
口
」
で
は
申
請
書
へ
の
記
入
負
担
や

手
続
時
間
を
軽
減
し
、今
後
は
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
に
よ
る
「
い

か
な
い
窓
口
」
の
拡
充
も
進
め
る
と
の
説
明
を
受
け
ま
し
た
。

　
埼
玉
県
鶴
ヶ
島
市
で
は
、
高
齢
者
の
情
報
格
差
や
交
流

機
会
の
減
少
な
ど
の
課
題
に
対
し
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
教
室
と

シ
ル
バ
ー
ｅ
ス
ポ
ー
ツ
を
組
み
合
わ
せ
た
取
組
を
実
施
。
ｅ
ス

ポ
ー
ツ
を
通
じ
て
デ
ジ
タ
ル
活
用
を
促
進

し
、
認
知
症
予
防
や
社
会
参
加
、
交
流
の

促
進
を
図
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
シ
ル
バ
ー

人
材
セ
ン
タ
ー
と
連
携
し
た
デ
ジ
タ
ル
支

援
員
の
養
成
・
派
遣
に
よ
り
、
高
齢
者
の

活
躍
の
場
の
創
出
に
も
つ
な
げ
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
視
察
を
通
じ
、
窓
口
の
利
便
性

向
上
と
デ
ジ
タ
ル
を
活
用
し
た
高
齢
者
の

健
康
づ
く
り
・
社
会
参
加
を
支
え
る
先
進

施
策
を
学
び
ま
し
た
。

視
察
日
：
令
和
８
年
６
月
23
日（
火
）
～
24
日（
水
）

視
察
先
：
神
奈
川
県
海
老
名
市
、埼
玉
県
鶴
ヶ
島
市

総務教育常任委員会視察報告
　

当
委
員
会
は
、
相
模
原
市
の
「
行
財
政
構
造
改
革
プ

ラ
ン
」
と
調
布
市
の
「
不
登
校
児
童
・
生
徒
へ
の
支
援
」

に
つ
い
て
調
査
し
ま
し
た
。

　
相
模
原
市
で
は
、
人
口
減
少
や
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
、

将
来
的
な
財
政
負
担
を
見
据
え
、
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
特
に
、
単
な
る
歳
出
削
減
で
は
な

く
、
限
ら
れ
た
財
源
を
将
来
必
要
と
な
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
へ

重
点
的
に
配
分
す
る
と
い
う
視
点
が
印
象
的
で
し
た
。
事
業

の
必
要
性
や
利
用
状
況
、
費
用
対
効
果
な
ど
を
検
証
し
、
廃

止
・
縮
小
・
統
合
、
民
間
活
力
の
導
入
な
ど
も
含
め
て
見
直

す
姿
勢
は
、
人
口
減
少
や
公
共
施
設
の
老
朽
化
な
ど
の
課
題

を
抱
え
る
本
市
に
お
い
て
も
参
考
に
な
る
も
の
で
し
た
。

　

調
布
市
で
は
、
不
登
校
を
単
な
る
問
題
行
動
と
捉
え

ず
、
一
人
ひ
と
り
の
状
況
や
背
景
に
寄
り
添
い
、
社
会

的
自
立
を
支
援
す
る
取
組
に
つ
い
て
学
び
ま
し
た
。
登
校
の

み
を
目
標
と
せ
ず
、多
様
な
学
び
の
場
や
I
C
T
、教
育
相
談
、

保
護
者
支
援
、
関
係
機
関
と
の
連
携
な
ど
、

子
ど
も
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
体
制
の
重

要
性
を
認
識
し
ま
し
た
。

　
今
回
の
視
察
で
得
た
知
見
を
、
単
な
る
視
察

報
告
に
終
わ
ら
せ
る
こ
と
な
く
、
今
後
の
委
員

会
活
動
に
生
か
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、

行
政
視
察
の
目
的
は
、
先
進
自
治
体
の
取
組
を

「
見
る
」
こ
と
だ
け
で
は
な
く
、「
稲
敷
市
で
何

が
で
き
る
の
か
を
考
え
、
政
策
に
つ
な
げ
る
こ

と
」
に
あ
る
と
、
改
め
て
認
識
し
ま
し
た
。

視
察
日
：
令
和
８
年
８
月
４
日（
火
）
～
５
日（
水
）

視
察
先
：
神
奈
川
県
相
模
原
市
、東
京
都
調
布
市

委
員
長

　
髙
山　
久

副
委
員
長

　
髙
野
貴
世
志

委
員

　
山
本　
彰
治

　
中
沢　
仁

　
寺
﨑
久
美
子

　
無
藤
智
恵
美

委
員
長

　
椎
野　
隆

副
委
員
長

　
染
谷
久
仁
桂

委
員

　
伊
藤　
均

　
根
本
光
治

　
松
戸
千
秋

　
篠
田
純
一

産業建設常任委員会視察報告
　

当
委
員
会
は
、
公
園
整
備
に
お
け
る
官
民
連
携
事
業

を
進
め
る
福
島
県
須
賀
川
市
と
、
も
み
殻
を
活
用
し
た

バ
イ
オ
炭
の
生
産
に
取
り
組
む
福
島
県
川
俣
町
の
株
式

会
社
絹
川
建
設
工
業
を
視
察
し
ま
し
た
。

　
須
賀
川
市
で
は
、
約
30
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
翠
ヶ
丘
公
園
に
お

い
て
、
Ｐ
ａ
ｒ
ｋ
‒
Ｐ
Ｆ
Ｉ
制
度
を
活
用
し
た
公
園
整
備
を

実
施
し
て
い
ま
す
。
民
間
事
業
者
が
温
浴
施
設
や
カ
フ
ェ
な

ど
を
整
備
・
運
営
し
、
市
は
園
路
や
広
場
な
ど
を
整
備
す
る

こ
と
で
、公
園
の
魅
力
向
上
と
利
用
促
進
を
図
っ
て
い
ま
す
。

総
事
業
費
約
10
億
円
の
う
ち
、
市
負
担
を
約
５
，
０
０
０
万

円
に
抑
え
な
が
ら
、イ
ベ
ン
ト
開
催
数
や
利
用
者
数
の
増
加
、

維
持
管
理
費
の
削
減
な
ど
の
成
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。

　
株
式
会
社
絹
川
建
設
工
業
で
は
、
未
利
用
資
源
で
あ
る
も

み
殻
を
バ
イ
オ
炭
と
し
て
有
効
活
用
し
、
循
環
型
農
業
や
脱
炭

素
社
会
の
実
現
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
年
間
約
９
万
キ
ロ
グ
ラ
ム

の
二
酸
化
炭
素
削
減
効
果
が
見
込
ま
れ
る
ほ
か
、
土
壌
改
良
や
肥
料

使
用
量
の
削
減
な
ど
に
も
効
果
が
認
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
地
元
高
校
や
地
域
と
連
携
し
た
環

境
教
育
に
も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
し
た
。

　
今
回
の
視
察
で
は
、
官
民
連
携
に
よ
る
公
園

整
備
や
地
域
資
源
を
活
用
し
た
循
環
型
農
業
な

ど
、
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た
先
進
的
な
取
組

に
つ
い
て
理
解
を
深
め
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
今
後
も
、
本
市
の
ま
ち
づ
く
り
や
環
境
施

策
に
活
か
せ
る
取
組
に
つ
い
て
調
査
・
研
究

を
進
め
て
い
き
ま
す
。

視
察
日
：
令
和
８
年
７
月
２
日（
木
）
～
３
日（
金
）

視
察
先
：
福
島
県
須
賀
川
市
、株
式
会
社
絹
川
建
設
工
業

相模原市
「行財政構造改革プランについて」

調布市
「学びの多様化学校について」

海老名市の総合窓口民間委託及び
「書かない窓口」

鶴ヶ島市のｅスポーツを活用した
高齢者福祉施策

絹川建設工業のもみ殻バイオ炭
施設を視察

須賀川市のPark-PFI 制度について

委
員
長

　
黒
田
茂
勝

副
委
員
長

　
鈴
木
正
志

委
員

　
浅
野
信
行

　
中
村
三
郎

　
岡
沢
亮
一

　
根
本　
浩

視察研修 告報
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　当委員会では、令和７年度から令和８年度にかけて調査していまし
た「英語教育の充実と学力向上」及び「持続可能な情報伝達」につい
て提言をまとめ、市長に提出しました。

　人口減少、少子化、グローバル化、デジタル化が同時に進むこれからの社会において、子どもたちが
地域に住みながら世界とつながる力を身に付けることは、地方都市にとって極めて重要です。
　英語教育は、単に英単語や文法を学ぶ教科ではなく、異なる文化や価値観を理解し、自ら考え、自分
の意見を発信し、世界に挑戦する力を育てる教育です。
　本市では、すでにALT 派遣や英検検定料補助など英語教育の充実に取り組んでいます。今後は、こ
れらの取組をさらに体系化し、「稲敷市で学ぶ子どもは、誰もが英語で自分の考えを伝える機会を持てる」
という教育環境を構築すべきです。
　そこで、稲敷市の英語教育をさらに発展させるため、以下の 10項目を提言しました。

【提言１】「稲敷市英語教育 2030ビジョン」の策定
【提言２】ALT を「いるだけ」から「毎日英語に触れる環境」へ
【提言３】小学校から「話す英語」を重視する
【提言４】AI を活用した「一人ひとりに合った英語学習」の導入
【提言５】英検チャレンジ支援の拡充
【提言６】「英語で稲敷を紹介する」教育の実施
【提言７】海外・外国とのオンライン交流事業
【提言８】英語教員への研修・支援の充実
【提言９】「英語が苦手な子ども」を取り残さない
【提言10】「稲敷市英語教育成果報告会」の開催

１. 稲敷市における英語教育の充実に関する提言

【提言１】「情報の総合窓口」を構築すること
【提言２】防災行政無線の役割を再整理すること
【提言３】公式 LINE 等を「市民の情報インフラ」として育てること
【提言４】高齢者を取り残さない「アナログ支援」を維持すること
【提言５】「情報弱者ゼロ」を目指す支援体制を整備すること
【提言６】地域コミュニティを活用した情報伝達を再構築すること
【提言７】緊急情報の伝達基準を明確にすること
【提言８】市民の声を行政へ戻す「双方向型情報伝達」を進めること
【提言９】情報伝達の効果を毎年検証すること
【提言10】「持続可能な情報伝達基本計画」を策定すること

　人口減少、高齢化、地域コミュニティの変化、デジタル化の進展により、自治体から市民への情報伝
達のあり方は大きな転換点を迎えています。
　現在は、防災行政無線、広報紙、ホームページ、SNS等、複数の手段によって情報を発信していますが、
一方では、情報が届いていない・ホームページを見ない・スマートフォンを使えない・情報が多すぎて
重要な情報が分からないといった課題が存在しています。
　そこで、誰一人取り残さず、必要な人に、必要な情報を、必要な時に確実に届ける仕組みへ転換する
必要があるため、「持続可能な情報伝達」の構築を提言しました。

２. 持続可能な情報伝達に関する提言について

報告 総務教育常任委員会（特定所管事務調査）から
市長へ提言書を提出
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　令和８年７月 21日（火）、熊本学園大学大学院会計専門職研究科教授・研究科長である大塚
成男氏を講師に迎え、「財務書類を用いた財政状況の分析」をテーマにご講演いただきました。
　研修では、稲敷市の財政状況を示す実際の数値を用いながら、歳入・歳出の推移や経常収支
比率、地方債残高、財政調整基金などについて解説を受けました。また、一般的な財政指標だ
けでは見えにくい財政状況を把握するため、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、
資金収支計算書といった財務書類の活用方法について学びました。特に、公共施設やインフラ
などの資産については、整備した時点の支出だけでなく、将来の維持・更新にかかる負担まで
見据えることが重要であり、減価償却費などのコスト情報を活用することで、施設の維持管理
や更新の必要性を捉えることができると
の説明がありました。また、財務書類を
他自治体との比較や過去からの推移に活
用し、財政状況の特徴や課題を把握した
上で、将来の政策や予算編成につなげて
いくことの重要性についても学びました。
今回の研修で得た知識を今後の予算・決
算審査や政策提言などの議会活動に生か
し、持続可能な行財政運営について、よ
り深く議論していきます。

「決算審議」について研修会を行いました

　令和８年８月 18日（火）、兵庫県洲本市議会の宙、公明党、清風会派の皆さんが、「稲敷市
の鳥獣害対策について」の視察のため来庁されました。本市では、カモ類やカラスによる農作
物の被害のほか、アライグマやハクビシンによる農作物の食害や住宅への侵入、近年ではイノ
シシによる農作物の食害、道路や水路の破損、住宅や学校周辺への侵入、自動車との接触事故
など、被害が広がっています。市では、茨城県猟友会稲敷支部への駆除業務委託によるイノシ
シやカラスの捕獲をはじめ、イノシシ捕獲等奨励金や狩猟免許取得への補助、防鳥ネットや電
気柵など侵入防止柵設置への補助を行っています。令和７年度には、イノシシ 221頭、アライ
グマ 104頭を捕獲しました。また、今後は関係機関との連携を強化し、効果的な捕獲、狩猟免
許取得や防護柵設置の促進などを進めま
す。さらに、副市長をリーダーとする「イ
ノシシ対策プロジェクトチーム」におい
て、関係部署が庁内横断的に連携しなが
ら、イノシシの捕獲の推進と市民への広
報・情報発信を行っています。視察では、
こうした本市の被害状況や取組について
説明し、意見交換を行いました。参加者
からは活発な質問が寄せられ、鳥獣害対
策への関心の高さがうかがえました。

当市の鳥獣害対策について視察がありました
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環境にやさしい植物油インキを使用しています。
再生紙を使用しています。
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。
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場
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希
望
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そ
し
て
深
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感
動
を
届
け
て
く
れ
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と
思
い
ま
す
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な
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10
回
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に
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高
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サ
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し
か
し
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を

心
よ
り
願
っ
て
い
ま
す
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市議会の情報はこちらからチェック

稲敷市議会 検索

稲敷市議会ホームページ スマホアプリ「マチイロ」

月12 1 日火となります。

次回定例会開会予定は

※変更になる場合があります。
●午前 10時より
●開催場所：稲敷市庁舎４階　議会議場（稲敷市犬塚 1570 番地１）
●電話：029-892-2000（代表）

第３回定例会の
傍聴者数

本会議　　５４　人
委員会　　　３　人
（特別委員会含む）

合　計　　５７　人
※傍聴者数は延べ人数

　次回の詳しい日程については、議会事務局までお問い合わせくだ
さい。

　議会の傍聴は、稲敷市役所庁舎４階で開催日当日の午前８時30分
から受け付けています。

議会議会をを傍聴傍聴してみませんかしてみませんか

ナガエツルノゲイトウの防除対策を国に要望 熊本地震　災害義援金を送金
　稲敷市議会は、農地や水路などで繁殖が拡
大し、農業や生態系に深刻な影響を及ぼして
いる特定外来生物「ナガエツルノゲイトウ」
への対策について、茨城県市議会議長会を通
して財務省、環境省、農林水産省、国土交通
省へ要望活動を行い、国の責任において防除
技術の開発を行い、地方自治
体と連携した効果的な防除措
置や財源の確保を講じること
を求めました。

　令和８年熊本地震により被災された方々
に、心よりお見舞い申し上げます。
　稲敷市議会は議員全員の総意により、被災
地域の支援のため、義援金 10万円を九州市
議会議長会が開設した災害義援金口座へ送金
しました。
　議員一同、被災地の一日
も早い復旧・復興を心より
お祈り申し上げます。


